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研究要旨 

医療関係職種の養成教育は、将来提供される医療の安全性、信頼性及び均てん性を支える基盤である。

本研究は、医療関係職種の養成教育に共通する課題である遠隔授業の在り方及び第三者評価を含む教育

の質保証の在り方について、職種ごとの教育特性を踏まえつつ、職種横断的に整理することを目的とし

て、令和 6年度及び令和 7年度の 2年間にわたり実施した。 

令和 6年度は、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゆう師、診療放射線技師、臨床検

査技師及び臨床工学技士の養成教育を対象として、遠隔授業の実施状況、教育効果、課題及び好事例を

把握するための実態調査を実施した。その結果、遠隔授業は、講義系科目、基礎知識の定着、復習、反

復学習、補講、他施設との講義共有等において一定の有効性を有する一方、実技・実習、人体に触れる

技術、装置操作、臨床判断、態度形成等を十分に代替するものではないことが示された。また、職種ご

との教育内容や実技・実習の比重に応じて、遠隔授業を補完的に活用する必要があることが明らかとな

った。 

令和 7年度は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床検査技師、診療放射線技師、臨床工学技

士、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゆう師を対象として、養成教育における第三

者評価及び質保証制度の実態を整理した。具体的には、機関別認証評価、分野別評価、第三者評価、指

定規則、ガイドライン等の関係を職種横断的に比較分析した。その結果、大学と専修学校等の養成区分

による質保証構造の差異、大学教育における専門教育評価の空白、機関別認証評価と分野別評価等との

評価項目の重複、任意制度に依拠することによる実効性の限界等が確認された。 

2 年間の成果を総括すると、医療関係職種養成教育の質向上に向けては、遠隔授業を対面教育の単純

な代替ではなく、教育内容に応じた補完的・戦略的手法として位置付けることが重要であることが示さ

れた。また、教育の質保証については、既存の機関別認証評価、分野別評価、第三者評価、指定規則及

びガイドライン等の役割分担を明確化し、職種固有の専門教育を適切に評価できる仕組みを整備する必

要があることが明らかとなった。 

以上より、本研究で得られた成果は、医療関係職種の養成教育における教育方法の改善、質保証制度

の実効性向上、評価制度間の役割分担の整理及び今後の厚生労働行政における施策検討に資する基礎資

料となるものである。 



2 

（Ⅰ） 

Ａ．研究目的 

医療関係職種の養成教育は、将来提供され

る医療の安全性、信頼性及び均てん性を支え

る基盤である。近年、医療需要の変化、チー

ム医療の推進、医療技術の高度化等を背景と

して、医療関係職種に求められる知識・技能

及び役割は変化しており、各職種の養成教育

においても、時代に即した教育内容と質保証

の在り方が求められている。 

厚生労働省医政局医事課が所管する医療

関係職種については、これまで各職種の指定

規則、ガイドライン等の見直しが順次行われ、

教育内容や臨床実習の在り方について検討

が進められてきた。一方で、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大を契機として、養成施設に

おいて遠隔授業や臨床実習の代替的学修が

急速に導入され、さらに教育未来創造会議に

おいてオンライン授業等の導入促進が示さ

れたことにより、遠隔授業は一時的な特例措

置にとどまらず、今後の教育方法の一つとし

て検討すべき課題となった。しかし、医療関

係職種の養成教育においては、職種ごとに必

要とされる知識・技能、実技・実習の比重、

人体に触れる教育内容、装置操作や測定技術

の特性等が異なるため、遠隔授業を一律に導

入することは教育の質の低下や学生の修学

上の不利益につながるおそれがある。 

また、医療関係職種の養成教育の質保証に

ついては、大学では学校教育法に基づく機関

別認証評価が制度化されている一方で、各資

格養成課程に固有の専門教育の内容、臨床実

習体制、指定規則・ガイドラインへの適合状

況等を十分に評価する仕組みは必ずしも整

備されていない。専修学校等においても、養

成施設指定規則や自己点検・評価の枠組みは

存在するものの、第三者評価の位置付けや実

施状況は職種により異なっている。さらに、

分野別評価や第三者評価を導入している職

種においては、既存の機関別認証評価等との

評価項目の重複、受審負担、任意制度に依拠

することによる実効性の限界等が課題とな

っている。 

本研究は、医療関係職種の養成教育に共通

する課題である遠隔授業の在り方及び第三

者評価を含む教育の質保証の在り方につい

て、職種ごとの特殊性を踏まえつつ、職種横

断的に整理することを目的として実施した。

具体的には、令和 6 年度において、あん摩マ

ッサージ指圧師、はり師、きゆう師、柔道整

復師、診療放射線技師、臨床検査技師及び臨

床工学技士の養成教育を対象として、遠隔授

業の実施状況、教育効果、課題、好事例を把

握し、医療関係職種における適切な遠隔授業

の活用の在り方を整理することを目的とし

た。 

令和 7 年度においては、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、臨床検査技師、診療放

射線技師、臨床工学技士、柔道整復師、あん

摩マッサージ指圧師、はり師及びきゆう師を

対象として、養成教育における質保証制度の

実態を把握し、機関別認証評価、分野別評価、

第三者評価、指定規則、ガイドライン等の関

係を整理することにより、各職種における評

価制度の法的位置付け、評価内容、受審状況、

制度間の重複、評価が十分に及んでいない領

域を明らかにすることを目的とした。 

本総合報告書では、令和 6 年度及び令和 7

年度の研究成果を総合し、医療関係職種の養

成教育における遠隔授業の適切な活用方法

と、教育の質を担保するための評価制度上の

課題を横断的に整理する。これにより、各職

種の教育特性を踏まえた教育方法の改善、質

保証制度の実効性向上、制度間の役割分担の

明確化を図り、今後の医療関係職種養成教育

の質向上及び厚生労働行政における施策検

討に資する基礎資料を提示することを目指

す。 

 

Ｂ．研究方法 

1．研究デザイン及び研究体制 

本研究は、医療関係職種の養成教育におけ
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る職種横断的な課題について、各職種の教育

特性を踏まえつつ整理することを目的とし

て、令和 6 年度及び令和 7 年度の 2 年間にわ

たり実施した。 

研究課題は、①医療関係職種の養成教育に

おける適切な遠隔授業の方法等を検討し、そ

の好事例を取りまとめること、②養成教育の

質向上を図る上での適切な第三者評価の方

法等を整理することの 2 つで構成した。これ

らはいずれも医療関係職種に共通する課題

である一方、検討すべき内容が異なるため、

令和 6 年度は遠隔授業関連、令和 7 年度は第

三者評価関連を中心に検討した。 

研究体制としては、総括研究において調査

の基本枠組み、調査票又は調査フォーマット

を設計し、各職種の分担研究において職種別

の情報収集、集計、整理を行った。そのうえ

で、総括研究において各分担研究の結果を職

種横断的に分析し、共通する課題と職種固有

の課題を整理した。なお、各年度の調査対象

職種は、当該年度に検討する課題の性質及び

研究協力団体との調整状況を踏まえて設定

した。 

 

2．令和 6 年度における遠隔授業の実態調査 

令和 6 年度は、医療関係職種の養成教育に

おける遠隔授業の実施状況、教育効果、課題

及び好事例を把握するため、遠隔授業に関す

る実態調査を実施した。 

調査対象は、柔道整復師、あん摩マッサー

ジ指圧師・はり師・きゆう師、診療放射線技

師、臨床検査技師及び臨床工学技士の養成学

科とし、令和 6 年度在学者の令和 6 年度カリ

キュラムを実施する全学年を対象とした。 

調査に当たっては、総括研究において共通

調査票を作成し、Web フォーム等を用いて各

養成校に回答を依頼した。調査では、遠隔授

業の実施有無、実施している授業科目又は分

野、授業形態、教育効果に関する認識、遠隔

授業における課題、学生の学習成果の評価方

法、次年度以降の継続意向、遠隔授業の好事

例等について把握した。 

また、職種横断的な比較が可能となるよう、

遠隔授業の形態について、同時配信型、オン

デマンド型、ハイブリッド型、ハイフレック

ス型、対面授業とオンデマンド配信を組み合

わせた形式等の用語を整理し、各職種に共通

する定義のもとで調査を実施した。 

 

3．令和 6 年度調査結果の整理及び好事例の

抽出 

令和 6 年度の調査結果については、まず各

職種の分担研究において集計し、遠隔授業の

実施状況、導入されている授業分野、教育上

の利点、課題、継続可能性等を整理した。 

その後、総括研究において、各職種の結果

を職種横断的に分析し、共通する内容と職種

固有の内容に分類した。さらに、教育内容の

性質に着目し、人体に触れる機会が多い内容、

人体に触れる機会が少ない内容、職種特性上

行われている内容等の観点から整理した。 

これらの分析結果を踏まえ、各職種の学校

協会、教育施設協議会、評価機構、職能団体

等の研究協力団体との意見調整を行い、職種

ごとの特殊性を踏まえた適切な遠隔授業の

活用方法を検討した。あわせて、教育の質向

上に資する取組として評価できる事例を、遠

隔授業の好事例として収集・整理した。 

 

4．令和 7 年度における第三者評価・質保証

制度の調査 

令和 7 年度は、医療関係職種養成教育にお

ける質保証制度の現状と課題を明らかにし、

第三者評価の在り方に関する基礎的知見を

得ることを目的として、職種横断的な文献・

制度調査及び比較分析を実施した。 

調査対象職種は、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、臨床検査技師、診療放射線技師、

臨床工学技士、柔道整復師、あん摩マッサー

ジ指圧師、はり師及びきゆう師とした。 
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調査では、学校教育法に基づく機関別認証

評価及び分野別評価、各職種における第三者

評価、養成施設指定規則、指導ガイドライン、

関係法令、各評価機関が公表する実施要項、

評価基準書、自己評価報告書作成の手引き等

の一次資料を収集した。特に、既に第三者評

価の枠組みを有するリハビリテーション教

育評価機構及び柔道整復教育評価機構につ

いては、評価対象、評価基準、評価方法、評

価周期、評価結果の公表方法、評価実施体制

等に関する資料を収集し、既存制度の実態を

整理した。 

 

5．統一調査フォーマットによる職種横断的

整理 

令和 7 年度の調査では、職種間の比較可能

性を担保するため、総括研究において全職種

共通の統一調査フォーマットを作成した。 

同フォーマットでは、養成経路と適用され

る評価制度の分類、評価制度の名称、実施機

関、法的根拠、準拠するガイドライン、受審

義務の有無、評価周期、評価対象及び範囲、

評価結果の公表の有無、不適合時の対応、他

制度との重複、未評価領域、受審負担、既存

の第三者評価機構における評価基準、評価方

法、運営体制等について整理した。 

各職種の調査担当者は、担当職種の養成課

程に適用される評価制度及び関係法令等を

確認し、統一調査フォーマットに基づいて情

報を整理した。総括研究では、各職種の整理

結果を集約し、職種横断的な比較分析を行っ

た。 

 

6．質保証制度に関する比較分析 

収集した情報をもとに、各評価制度の対象、

内容、受審形態等を整理したマトリクス表を

作成した。そのうえで、各職種の関係法令及

び養成施設区分ごとの制度構造を重ね合わ

せ、質保証制度上の課題を分析した。 

具体的には、大学と専修学校等の養成施設

種別による質保証構造の差異、大学教育にお

ける専門教育評価の空白、第三者評価の受審

義務の有無にみられる制度的強制力の差異、

既存の機関別認証評価等と任意の分野別評

価との間に生じる評価項目の重複、いずれの

制度でも十分に評価されていない領域の有

無、既存の第三者評価機構における評価対象、

評価基準、評価方法及び結果公表の仕組み等

について、定性的に比較分析した。 

 

7．2 年間の成果の総合的整理 

総合報告書の作成に当たっては、令和 6 年

度に実施した遠隔授業に関する実態調査及

び好事例整理の結果と、令和 7 年度に実施し

た第三者評価・質保証制度に関する制度調査

及び比較分析の結果を統合した。 

そのうえで、医療関係職種の養成教育にお

ける教育方法の改善と教育の質保証という 2

つの観点から、職種横断的に共通する課題、

職種ごとの特性に応じた留意点、制度上の課

題、今後の施策検討に資する論点を整理した。

以上の方法により、医療関係職種養成教育に

おける遠隔授業の適切な活用方法と、教育の

質を担保するための評価制度の在り方につ

いて、総合的に検討した。 

 

＜研究協力団体 一覧＞ 

・柔道整復教育評価機構 

・リハビリテーション教育評価機構 

・全国柔道整復学校協会 

・日本柔道整復師会 

・東洋療法学校協会 

・全国リハビリテーション学校協会 

・全国診療放射線技師教育施設協議会 

・日本臨床検査学教育協議会 

・日本臨床工学技士教育施設協議会 

・日本鍼灸師会 

・日本診療放射線技師会 

・日本臨床衛生検査技師会 

・日本臨床工学技士会 

 

Ｃ．研究結果 

1．研究全体を通じて把握された結果の概要 

本研究では、令和 6年度に医療関係職種養
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成教育における遠隔授業の実施状況、教育効

果、課題及び好事例を把握し、令和 7年度に

第三者評価を含む質保証制度の実態と構造

的課題を整理した。令和 6 年度の調査では、

遠隔授業は医療関係職種養成教育における

補完的な教育手法として一定の有効性を有

する一方、職種ごとの教育内容や実技・実習

の特性に応じた慎重な活用が必要であるこ

とが示された。令和 7年度の調査では、養成

教育の質保証制度について、大学と専修学校

等の養成区分による制度構造の差異、大学教

育における専門教育評価の空白、評価項目の

重複、任意制度に依拠することによる実効性

の限界等が確認された。 

以上より、医療関係職種の養成教育におい

ては、教育方法の改善として遠隔授業を適切

に活用することと、教育の質を担保するため

の評価制度を整備することの双方が重要で

あり、両者を一体的に検討する必要があるこ

とが明らかとなった。 

 

2．令和 6年度における遠隔授業の実施状況 

令和 6年度は、柔道整復師、あん摩マッサ

ージ指圧師・はり師・きゆう師、診療放射線

技師、臨床検査技師及び臨床工学技士の 5職

種の養成学科を対象として、遠隔授業の実施

状況等に関する調査を行った。その結果、職

種横断的にみると、遠隔授業の実施経験がな

い養成施設が全体の約 6割を占めており、遠

隔授業はすべての養成施設に広く定着して

いる状況ではなかった。一方で、遠隔授業を

実施している養成施設では、主として基礎科

目や講義系科目において導入されていた。 

授業形態としては、オンデマンド型、同時

配信型、ハイブリッド型、ハイフレックス型

等が確認された。なかでも、オンデマンド型

と同時配信型を適宜組み合わせる形式や、対

面授業と遠隔授業を組み合わせるハイブリ

ッド型は、反復学習のしやすさと双方向性の

確保を一定程度両立できる形式として評価

されていた。これにより、遠隔授業は単独で

対面授業を代替するものではなく、教育内容

や学修段階に応じて対面授業と組み合わせ

ることで効果を発揮し得ることが示された。 

 

3．遠隔授業における教育効果と課題 

遠隔授業の教育効果については、学生が繰

り返し視聴できることによる反復学習の促

進、基礎知識の定着、移動時間の削減、他機

関との講義共有等に肯定的な評価がみられ

た。特に、講義系科目や知識整理を目的とす

る科目では、遠隔授業を活用することにより、

学生の理解度向上や学修機会の確保につな

がる可能性が示された。 

一方で、実技科目や臨床実習に関する内容

については、遠隔授業のみで十分な教育効果

を得ることは困難であると整理された。具体

的には、人体に触れる技術、手技の習得、装

置操作、測定技術、臨床現場での判断力や態

度形成等については、対面による指導や実習

を通じた学修が不可欠であり、遠隔授業は補

完的な位置付けにとどめる必要があること

が確認された。 

また、遠隔授業の課題として、学生の集中

力の低下、学修状況の把握の難しさ、教員の

ICT 活用能力の差、教材作成に係る負担、通

信環境や学修環境の格差、学修成果の評価方

法の難しさ等が挙げられた。これらの課題か

ら、遠隔授業を教育の質向上につなげるため

には、授業形態の選択だけでなく、教材設計、

学修管理、成績評価、教員支援体制を含めた

運用上の整備が必要であることが示された。 

 

4．職種特性を踏まえた遠隔授業の活用可能

性 

職種ごとの結果を整理すると、遠隔授業の

適用可能性は、各職種の教育内容や実技・実

習の比重により異なっていた。柔道整復師や

あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゆう師

のように、人体に直接触れる技術や手技の習

得を重視する職種では、遠隔授業の活用は主

として基礎理論や講義系科目に限定される

傾向が確認された。これらの職種においては、

遠隔授業を実技教育の代替とすることには

限界があり、対面授業や実技指導との組み合

わせの必要性が示された。 

一方、診療放射線技師、臨床検査技師及び

臨床工学技士のように、装置操作、測定技術、

画像・データ解析等を含む職種では、シミュ

レーション教材、動画教材、ICT 教材、他機

関との講義共有等を活用することで、遠隔授

業を補完的に活用できる可能性が示された。

特に、装置や症例、教材等の教育資源を共有

する観点から、遠隔授業は広域的な教育連携

の手段となり得ることが確認された。 

これらの結果から、遠隔授業の活用に当た

っては、医療関係職種に共通する原則を整理

しつつも、職種ごとの教育目的、到達目標、
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実技・実習の比重、学修内容の性質に応じて、

活用範囲を個別に設定する必要があること

が明らかとなった。 

 

5．遠隔授業の好事例として把握された取組 

令和 6年度調査では、教育の質向上に資す

る取組として、各職種における遠隔授業の好

事例が収集された。好事例では、遠隔授業を

単なる対面授業の代替として用いるのでは

なく、事前学修、復習、知識整理、反復学習、

補講、他施設との講義共有等に位置付けるこ

とで、対面授業や実習の効果を高める工夫が

行われていた。 

また、遠隔授業の教材として、動画、シミ

ュレーション教材、症例提示資料、確認テス

ト、学修管理システム等を活用する事例が確

認された。これらの取組では、学生が自らの

理解度に応じて学修を進められる一方、教員

が学修状況を把握し、必要に応じて対面指導

や個別支援につなげる工夫がみられた。 

好事例に共通する特徴として、第一に、遠

隔授業の目的と対象科目が明確であること、

第二に、対面授業や実技・実習との役割分担

が整理されていること、第三に、学生の学修

状況や理解度を把握する仕組みがあること、

第四に、教員側の ICT活用や教材作成を支援

する体制が整えられていることが挙げられ

た。 

 

6．令和 7 年度における質保証制度の全体的

な整理結果 

令和 7 年度は、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、臨床検査技師、診療放射線技師、

臨床工学技士、柔道整復師、あん摩マッサー

ジ指圧師、はり師及びきゆう師を対象として、

養成教育における質保証制度の実態を横断

的に整理した。その結果、医療関係職種養成

教育における質保証制度には、養成施設の種

別による制度適用の差異、大学教育における

専門教育評価の空白、任意の分野別評価導入

時の評価項目の重複、任意制度に依拠するこ

とによる受審回避の可能性という複数の構

造的課題が認められた。 

これらの課題は、特定の職種に限られるも

のではなく、対象とした医療関係職種に共通

する制度上の論点として確認された。また、

既存の第三者評価制度の実態把握を目的と

して、リハビリテーション教育評価機構及び

柔道整復教育評価機構の評価制度について

も整理し、既に制度化されている分野におけ

る評価対象、評価基準、評価方法、結果公表

の仕組み等を確認した。 

 

7．養成区分による質保証構造の差異 

質保証制度の整理により、同一の国家資格

取得に接続する養成課程であっても、大学と

専修学校等では適用される制度的枠組みが

異なることが確認された。大学については、

学校教育法に基づく機関別認証評価が義務

付けられている一方で、評価の主たる対象は

大学全体の組織運営、教育研究活動、内部質

保証等であり、各医療関係職種の資格養成課

程に固有の教育内容や臨床実習体制を十分

に評価するものとは限らなかった。 

一方、専修学校等では、養成施設指定規則

や指導ガイドラインに基づき、教員配置、施

設設備、教育内容等が行政確認の対象となる

構造がみられた。また、令和 8年度以降、専

修学校等における自己点検・評価の実施及び

公表が制度上求められることとなる一方、第

三者評価については努力義務にとどまるた

め、大学とは異なる質保証構造となっていた。 

このように、養成区分により質保証制度の

根拠、評価対象、評価の強制力が異なること

から、医療関係職種養成教育における質保証

には、制度上の非対称性が存在することが明

らかとなった。 

 

8．大学教育における専門教育評価の空白 

大学における機関別認証評価と、医療関係

職種養成教育において確認されるべき専門

教育の内容を照合した結果、大学教育には専

門教育評価の空白が存在することが確認さ

れた。具体的には、大学の機関別認証評価で

は、大学全体の理念、管理運営、内部質保証、

教育研究活動等が主な評価対象となる一方

で、指定規則や指導ガイドラインに相当する

専門的教育要件、臨床実習体制、職種固有の

技能教育の質等については、十分に評価され

にくい構造が認められた。 

特に、臨床検査技師養成においては、大学

が科目承認校として位置付けられる場合が

多く、指定規則及び指導ガイドラインの直接

適用対象となる専修学校等との間で、専門教

育の制度的担保の在り方に差異があること

が示された。また、診療放射線技師、臨床工

学技士、柔道整復師等においても、大学教育

における専門教育評価の範囲や方法につい
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て、現行制度のみでは十分に担保されにくい

領域があることが整理された。 

これらの結果から、大学教育における医療

関係職種固有の専門教育の質をどのように

評価し、改善につなげるかが重要な課題であ

ることが明らかとなった。 

 

9．分野別評価導入に伴う評価項目の重複 

専門教育評価の空白を補完するために、任

意の分野別評価や第三者評価を導入してい

る職種では、既存の機関別認証評価との間で

評価項目の重複が生じ得ることが確認され

た。理学療法士、作業療法士、言語聴覚士に

関する分野別評価では、教育理念、教員、教

育課程、臨床実習、学生支援、管理・財務、

内部質保証等の広範な項目が評価対象とな

っており、大学の機関別認証評価と重なる領

域が少なくないことが示された。 

また、柔道整復師においても、分野別評価

版の評価基準では、教育理念、教育活動、学

生支援、学修成果、教育改善、学生募集等が

評価対象とされており、大学が任意に受審す

る場合には、既存の機関別認証評価との間で

資料作成や評価対応の重複が生じ得ること

が確認された。 

このことから、専門教育の質を評価する制

度を追加する場合には、単に評価項目を上乗

せするのではなく、既存の評価制度との役割

分担を明確化し、受審負担を過度に増加させ

ない制度設計が必要であることが示された。 

 

10．任意制度に依拠することによる実効性の

限界 

第三者評価や分野別評価が任意又は努力

義務にとどまる場合、教育の質に課題を有す

る養成施設ほど受審を回避し得るという実

効性の限界が確認された。評価制度が任意で

ある場合、質改善に積極的な養成施設は受審

する一方で、改善を要する養成施設が制度の

外に残る可能性がある。この構造は、医療関

係職種養成教育全体の質保証を図る上で大

きな課題である。 

また、専修学校等においても、令和 8年度

以降の制度改正により自己点検・評価及び公

表が求められる一方で、第三者評価は原則と

して努力義務にとどまることから、評価制度

の実効性をどのように担保するかが課題と

して整理された。 

この結果から、医療関係職種養成教育の質

保証を実効的なものとするためには、評価制

度の有無だけでなく、受審を促す仕組み、評

価結果の活用、改善支援、継続的な質向上に

つなげる制度設計が必要であることが明ら

かとなった。 

 

11．既存の第三者評価制度の実態 

令和 7年度調査では、既存の第三者評価制

度として、リハビリテーション教育評価機構

及び柔道整復教育評価機構が実施する評価

制度の実態を整理した。 

リハビリテーション教育評価機構では、理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士の学校養

成施設を対象として、教育理念・目標・方針、

教育、臨床実習、学生、管理・財務、内部質

保証等を評価対象とする第三者評価が実施

されていた。また、評価は自己点検評価報告

書等に基づく書面調査と実地調査を組み合

わせて行われ、評価結果を公表する仕組みが

確認された。 

柔道整復教育評価機構では、柔道整復師養

成教育の質の向上を目的として、評価基準書

や自己評価報告書作成の手引きが整備され

ていた。評価項目は、教育理念・目的・目標、

教育活動、学生支援、学修成果・評価・教育

改善、入学選考・学生募集等から構成されて

おり、自己点検・評価を支援しつつ、教育改

善につなげる枠組みが整備されていること

が確認された。 

これらの既存制度は、医療関係職種養成教

育における第三者評価制度を検討する上で

重要な参考となる一方、他職種への展開に当

たっては、各職種の教育内容、養成施設の種

類、評価負担、評価機関の運営基盤等を踏ま

えた調整が必要であることが示された。 

 

12．2年間の研究結果の総括 

令和 6年度及び令和 7年度の研究結果を総

合すると、医療関係職種養成教育における課

題は、教育方法の在り方と教育の質保証の在

り方の双方にまたがっていることが明らか

となった。 

令和 6 年度の遠隔授業に関する調査では、

遠隔授業は補完的教育手法として一定の有

効性を有するものの、すべての教育内容に一

律に適用できるものではなく、職種ごとの教

育特性、実技・実習の比重、人体に触れる内

容の有無、装置操作や測定技術の特性等を踏

まえた活用が必要であることが示された。 
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令和 7年度の質保証制度に関する調査では、

医療関係職種養成教育の質を担保するため

には、既存の機関別認証評価、分野別評価、

第三者評価、指定規則、ガイドライン等の役

割分担を明確化し、専門教育評価の空白や評

価項目の重複、任意制度による実効性の限界

を解消していく必要があることが示された。 

以上より、医療関係職種養成教育の質向上

に向けては、遠隔授業を教育の質向上に資す

る補完的手法として位置付けること、及び各

職種の専門教育を実効的に評価し改善へつ

なげる質保証制度を整備することが、共通す

る課題として整理された。 

 

Ｄ．考察 

1．医療関係職種養成教育における教育方法

と質保証の一体的検討の必要性 

本研究では、令和 6年度に遠隔授業の在り

方、令和 7年度に第三者評価を含む質保証制

度の在り方を検討した。これらは一見すると

異なる課題であるが、いずれも医療関係職種

の養成教育の質をどのように維持・向上させ

るかという共通の課題に関わるものである。

研究計画においても、初年度は遠隔授業の適

切な活用方法と好事例の整理、次年度は職種

ごとに適した評価内容と実施方法等の整理

を行うこととされていた。 

令和 6年度の結果からは、遠隔授業は医療

関係職種養成教育における補完的な教育手

法として一定の有効性を有する一方、実技・

実習を含む専門教育のすべてを代替できる

ものではないことが示された。令和 7年度の

結果からは、教育の質を担保する制度そのも

のにも、養成区分による差異、専門教育評価

の空白、評価制度間の重複、任意制度に依拠

することによる実効性の限界等の構造的課

題があることが明らかとなった。 

したがって、今後の医療関係職種養成教育

においては、教育方法の改善と質保証制度の

整備を別個の課題として扱うのではなく、教

育方法の多様化に対応しつつ、その教育効果

をどのように評価し、継続的改善につなげる

かという一体的な視点が必要である。 

 

2．遠隔授業は代替手段ではなく補完的・戦略

的手法として位置付ける必要性 

新型コロナウイルス感染症の拡大を契機

として、遠隔授業は臨時的・代替的な教育手

段として導入された。しかし、教育未来創造

会議等においてオンライン授業等の導入促

進が示されたことにより、遠隔授業は一時的

措置にとどまらず、今後の教育方法の一つと

して検討される段階に移行している。 

本研究の結果、遠隔授業は、講義系科目や

基礎知識の定着、復習、反復学習、補講、他

施設との講義共有等において一定の有効性

を有することが示された。特に、オンデマン

ド型では学生が自分のペースで繰り返し学

修できる点、同時配信型ではリアルタイムの

質疑応答や双方向性を確保できる点、ハイブ

リッド型では対面授業と遠隔授業の長所を

組み合わせられる点が確認された。 

一方で、遠隔授業は、実技・実習、人体に

触れる技術、装置操作、安全管理、臨床判断、

態度形成等を十分に代替するものではない。

特に、柔道整復師やあん摩マッサージ指圧

師・はり師・きゆう師のように手技や身体接

触を伴う教育内容が多い職種では、対面でし

か得られない学修経験を損なわない配慮が

不可欠である。また、診療放射線技師のよう

に大型機器を用いた実習が重要な職種では、

遠隔授業の導入には慎重な検討が必要であ

り、動画教材やシミュレーション教材等の活

用可能性も含めて段階的に検討する必要が

ある。 

以上より、遠隔授業は対面授業の単純な代

替ではなく、教育目標、授業内容、到達度、

評価方法を踏まえて戦略的に組み込む補完

的手法として位置付けることが重要である。 

 

3．職種特性を踏まえた遠隔授業活用基準の

必要性 

医療関係職種の養成教育は、共通して医療

の安全性と質に関わる専門職を育成するも

のである一方、職種ごとに必要とされる知

識・技能、実技・実習の比重、人体に触れる

機会、装置操作や測定技術の有無、臨床現場

で求められる判断内容が大きく異なる。その

ため、遠隔授業の導入可否や活用範囲を一律

に定めることは適切ではない。 

本研究では、遠隔授業の活用可能性を検討

するに当たり、人体に触れる機会が多い内容、

人体に触れる機会が少ない内容、職種特性上

行われている内容等の観点から整理した。こ

の分類は、遠隔授業の適否を判断するうえで

有用であり、今後、各職種の教育内容ごとに、

遠隔授業で実施可能な範囲、対面授業が必要

な範囲、遠隔授業と対面授業を組み合わせる
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範囲を明確化する際の基本的な視点となる。 

特に、講義系科目や知識習得を目的とする

内容では遠隔授業の活用余地が大きい一方、

技能の習得、身体に触れる手技、装置操作、

臨床実習、患者又は対象者との関係性形成等

については、対面教育を基本とし、遠隔授業

は事前学修、復習、補助教材、シミュレーシ

ョン等として位置付けることが望ましい。し

たがって、今後は、職種ごと、科目ごと、教

育内容ごとの遠隔授業活用基準を具体化し

ていくことが必要である。 

 

4．遠隔授業の質を担保するための教育設計

と教員支援 

遠隔授業を教育の質向上につなげるため

には、授業をオンライン化するだけでは不十

分であり、教育設計、教材作成、学修管理、

成績評価、教員支援体制を一体的に整備する

必要がある。 

令和 6年度の調査では、遠隔授業の課題と

して、学生の集中力低下、学修状況の把握の

難しさ、学生同士や教員とのコミュニケーシ

ョン不足、教員の ICT活用能力の差、教材作

成負担、学習成果評価の難しさ等が示された。

遠隔授業では、学習目標を明確化し、達成度

を可視化すること、質疑応答やフィードバッ

クの機会を設けること、オンライン上でのグ

ループワークやディスカッションを取り入

れることなど、学修意欲を維持するための工

夫が求められる。 

また、オンライン試験やレポート評価等を

用いる場合には、評価基準の明確化、不正防

止、本人確認、学修成果の妥当な測定等につ

いて検討が必要である。特に、医療関係職種

養成教育では、単なる知識の理解だけでなく、

技能、態度、判断力、実践力を含めた総合的

な能力を評価する必要があるため、遠隔授業

における評価方法の標準化と質保証は重要

な課題である。 

そのため、今後は、各養成施設における個

別の努力に委ねるだけでなく、職能団体、学

校協会、教育施設協議会等が連携し、遠隔授

業に関する教材作成支援、教員研修、評価方

法の共有、好事例の横展開を行う仕組みを整

備することが望まれる。 

 

5．養成区分による質保証構造の非対称性 

令和 7年度の調査では、医療関係職種養成

教育における質保証制度について、大学と専

修学校等の養成区分の違いに起因する制度

構造の非対称性が明らかとなった。大学では

学校教育法に基づく機関別認証評価が義務

付けられている一方で、その評価は大学全体

の組織運営、内部質保証、教育研究活動等を

対象とするものであり、各資格養成課程に固

有の専門教育の内容や臨床実習体制を十分

に評価するものとは限らない。 

一方、専修学校等では、養成施設指定規則

や指導ガイドラインに基づき、教員配置、施

設設備、教育内容等について行政確認の対象

となる構造がある。また、令和 8 年度以降、

自己点検・評価及び結果公表が制度上求めら

れることとなるが、第三者評価については努

力義務にとどまる。このように、大学と専修

学校等では、適用される法制度、評価対象、

評価の強制力、専門教育の確認方法が異なっ

ている。 

この非対称性は、同一の国家資格取得に接

続する養成教育でありながら、教育の質保証

の仕組みが養成区分により異なることを意

味する。今後、医療関係職種養成教育の質を

均てん化するためには、大学と専修学校等の

制度上の違いを踏まえつつ、専門教育として

共通して確認すべき事項を明確化し、養成区

分にかかわらず一定の質を担保できる仕組

みを検討する必要がある。 

 

6．専門教育評価の空白と評価項目の重複を

同時に解消する必要性 

令和 7年度の結果からは、大学教育におけ

る専門教育評価の空白と、任意の分野別評価

を導入した場合に生じる評価項目の重複と

いう、相反するように見える 2つの課題が確

認された。 

専門教育評価の空白とは、機関別認証評価

では大学全体の質保証が評価される一方、各

医療関係職種の専門教育に固有の教育内容、

臨床実習体制、指定規則やガイドライン相当

の要件等が十分に評価されにくい状態を指

す。この空白を補完する方策として、分野別

評価や第三者評価の活用が選択肢となり得

る。 

しかし、分野別評価や第三者評価を追加的

に導入すると、教育理念、教員組織、教育課

程、学生支援、管理運営、内部質保証等につ

いて、既存の機関別認証評価と評価項目が重

複する可能性がある。これにより、養成施設

にとっては資料作成や受審対応の負担が増
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大し、評価が教育改善のための仕組みではな

く、形式的・事務的負担として受け止められ

るおそれがある。 

したがって、今後の制度設計では、専門教

育評価の空白を埋めることと、既存制度との

重複を避けることを同時に達成する必要が

ある。そのためには、機関別認証評価が担う

べき事項、分野別評価又は第三者評価が担う

べき事項、行政確認として必要な事項を整理

し、評価制度間の役割分担を明確化すること

が重要である。 

 

7．任意制度に依拠する質保証の限界と改善

支援型評価の必要性 

第三者評価や分野別評価が任意又は努力

義務にとどまる場合、教育の質に課題を有す

る養成施設ほど受審を回避し得るという構

造的課題がある。質改善に積極的な養成施設

は自発的に評価を受ける一方で、本来改善支

援が必要な施設が評価制度の外にとどまる

場合、制度全体としての質保証の実効性は限

定的となる。 

一方で、第三者評価を一律に義務化すれば

よいという単純な問題でもない。評価を受け

る養成施設側には、資料作成、自己点検、実

地調査対応、改善計画策定等の負担が生じる。

また、評価機関側にも、評価員の確保、評価

基準の整備、評価の公平性・中立性の担保、

運営財源の確保等の課題がある。令和 7年度

報告書でも、評価制度は教育機関にとって単

なる負担ではなく、自律的改善を支える仕組

みとして機能する必要があることが示され

ている。 

したがって、今後の第三者評価制度は、単

に適合・不適合を判定する監査型の制度にと

どまらず、養成施設の教育改善を支援する改

善支援型の制度として設計することが重要

である。評価結果を教育改善に結び付けるた

めには、評価後のフィードバック、改善支援、

好事例の共有、再評価の仕組み、評価結果の

公表方法等を含めて検討する必要がある。 

 

8．既存の第三者評価制度を活用した横断的

質保証基盤の構築 

本研究では、既存の第三者評価制度として、

リハビリテーション教育評価機構及び柔道

整復教育評価機構の評価制度を整理した。こ

れらの制度では、評価対象、評価基準、評価

方法、自己点検評価報告書、実地調査、結果

公表等の枠組みが既に整備されており、医療

関係職種養成教育における第三者評価を検

討するうえで重要な参考となる。 

一方で、これらの制度を他職種にそのまま

適用することは難しい。各職種には、教育内

容、実習体制、養成施設の構成、学生数、職

能団体や学校協会の体制、評価機関の有無等

に違いがあるためである。そのため、既存制

度を参照しつつ、職種ごとの特殊性に対応で

きる柔軟性を持った横断的な質保証基盤を

構築することが求められる。 

具体的には、全職種に共通する評価項目と、

職種固有の専門教育評価項目を分けて整理

することが考えられる。共通項目としては、

教育理念、教育課程、教員体制、学生支援、

学修成果、内部質保証、情報公表等が想定さ

れる。一方、職種固有項目としては、臨床実

習、実技教育、装置操作、身体に触れる技術、

専門職としての態度形成等が含まれる。こう

した二層構造により、制度の共通性と職種特

性の双方を確保することが可能となる。 

 

9．政策的示唆 

本研究の結果は、今後の厚生労働行政にお

ける医療関係職種養成教育の制度検討に対

して、複数の示唆を有している。 

第一に、遠隔授業の導入に当たっては、医

療関係職種全体に共通する基本原則を示し

つつ、職種ごとの教育内容や到達目標に応じ

た運用基準を整理する必要がある。特に、講

義系科目、実技科目、臨床実習、補完教材等

の区分ごとに、遠隔授業の活用範囲や留意点

を明確化することが求められる。 

第二に、質保証制度については、大学と専

修学校等の制度上の違いを踏まえながら、国

家資格養成課程として共通して確認すべき

専門教育の質をどのように担保するかを検

討する必要がある。現行制度では、大学教育

における専門教育評価の空白と、任意評価導

入時の重複負担が併存しているため、制度間

の役割分担を整理した実効的な仕組みが求

められる。 

第三に、第三者評価制度の整備に当たって

は、職種ごとに個別の評価制度を乱立させる

のではなく、共通部分を横断的に支援する仕

組みを検討することが重要である。評価基準、

評価員研修、自己点検様式、データ管理、情

報公表、改善支援等を一定程度共通化するこ

とにより、評価の質を担保しつつ、養成施設
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及び評価機関双方の負担を軽減できる可能

性がある。 

 

10．本研究の限界と今後の課題 

本研究は、令和 6 年度に遠隔授業、令和 7

年度に第三者評価・質保証制度を対象として、

医療関係職種養成教育の課題を職種横断的

に整理したものである。一方で、令和 6年度

と令和 7年度では調査対象職種及び調査課題

が異なっており、すべての職種について同一

の方法で 2年間継続的に検証したものではな

い。また、遠隔授業については、調査時点に

おける実施状況や認識を把握したものであ

り、教育成果への長期的影響や国家試験結果、

臨床実践能力への影響までは十分に検証で

きていない。 

第三者評価・質保証制度についても、制度

資料や既存の評価機関資料を中心に整理し

たものであり、各養成施設における受審負担、

評価結果の活用状況、評価後の教育改善効果

等については、今後さらに実証的に検討する

必要がある。 

今後は、本研究で整理した遠隔授業の活用

原則と質保証制度上の課題を踏まえ、職種ご

との教育内容に応じた遠隔授業活用基準、専

門教育評価に必要な評価項目、評価制度間の

役割分担、評価結果を教育改善に結び付ける

支援体制を具体化していくことが求められ

る。あわせて、医療関係職種養成教育全体の

質向上に資する、持続可能で実効性のある質

保証体系の構築につなげていく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、医療関係職種の養成教育に共

通する課題である遠隔授業の在り方及び第

三者評価を含む教育の質保証の在り方につ

いて、職種ごとの教育特性を踏まえつつ、令

和 6年度及び令和 7年度の 2年間にわたり職

種横断的に検討した。 

令和 6年度は、柔道整復師、あん摩マッサ

ージ指圧師・はり師・きゆう師、診療放射線

技師、臨床検査技師及び臨床工学技士の養成

教育を対象として、遠隔授業の実施状況、教

育効果、課題及び好事例を整理した。その結

果、遠隔授業は、講義系科目、基礎知識の定

着、復習、反復学習、補講、他施設との講義

共有等において一定の有効性を有する一方、

実技・実習、人体に触れる技術、装置操作、

臨床判断、態度形成等を十分に代替するもの

ではなく、教育内容や職種特性に応じて補完

的に活用する必要があることが示された。 

令和 7 年度は、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、臨床検査技師、診療放射線技師、

臨床工学技士、柔道整復師、あん摩マッサー

ジ指圧師、はり師及びきゆう師を対象として、

養成教育における第三者評価及び質保証制

度の実態を整理した。その結果、大学と専修

学校等の養成区分による質保証構造の差異、

大学教育における専門教育評価の空白、機関

別認証評価と分野別評価等との評価項目の

重複、任意制度に依拠することによる実効性

の限界等が明らかとなった。 

以上より、医療関係職種養成教育の質向上

を図るためには、遠隔授業を対面教育の単純

な代替ではなく、教育内容に応じた補完的・

戦略的手法として位置付けることが重要で

ある。また、教育の質保証については、既存

の機関別認証評価、分野別評価、第三者評価、

指定規則及びガイドライン等の役割分担を

明確化し、職種固有の専門教育を適切に評価

できる仕組みを整備する必要がある。 

本研究で得られた成果は、医療関係職種の

養成教育における教育方法の改善、質保証制

度の実効性向上、評価制度間の役割分担の整

理及び今後の厚生労働行政における施策検

討に資する基礎資料となるものである。 
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2）二連木 巧 ,伊藤 譲,大石 有希子,祁答

院 隼人,佐藤 裕二,増田 大聖,杉澤 舜:

複数資格取得を標榜する柔道整復師養成

大学におけるハイブリッド型教育の導入

に関する課題の検討.柔道整復接骨医

学,2025;34(1):1-10. 

3)伊藤 譲，二連木 巧，祁答院 隼人，服部 

辰広:柔道整復師養成教育における遠隔授

業の活用に関する研究（第 1報）：全国
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養成施設アンケート調査に基づく実態調

査.柔道整復接骨医学,2025;34(2):80-90. 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 (予定を

含む)  

1．特許取得 なし  

2．実用新案登録 なし  

3．その他 なし 


